
令和３年度⼭梨県地域防災計画修正の概要
１．災害対策基本法の改正をふまえた修正
(1)避難情報の⾒直し

避難勧告・避難指示を一本化し、
従来の勧告段階から避難指示を⾏う等、
避難情報のあり⽅を包括的に⾒直し

(2)個別避難計画の作成

市町村に対し、
個別避難計画の作成を努⼒義務化

市町村は、避難⾏動要⽀援者ごとに、
個別避難計画を作成するよう努める旨
を記載。

(3)広域避難に関する協議
災害が発生するおそれがある段階での
広域避難の実施のための自治体間の協議
について記載

市町村は、区域外への広域的な避難が必要な
場合は、県内他市町村への受入れについては
当該市町村に直接協議し、他都道府県の市町
村への受入れについては県に対し当該他都道府
県との協議を求めること等ができる旨を記載。

○ ○

２．国の防災基本計画修正（令和3年5月）をふまえた修正
(1)新型コロナウイルス感染症対策 (2)その他

避難所における⼥性や⼦ども等の安全への配慮に
ついて記載

○

・

・

・

感染症対策に配慮した避難所開設・運営訓練を
積極的に実施する旨を記載。
応援職員の派遣にあたっては、派遣職員の健康
管理やマスク着⽤等を徹底する旨を記載。
応援職員の執務スペースの適切な空間の確保に
配慮する旨を記載。

・

・

・

市町村は、平常時から、指定避難所の場所、
収容⼈数等について、住⺠への周知徹底を
図る旨を記載。

災害時に指定避難所の開設状況や混雑状
況等も周知することも想定し、ホームページや
アプリケーション等の多様な手段の整備に努め
る旨を記載。

・

・ 自分は災害に遭わないという思い込み（正常性
バイアス）を教える実践的な防災教育の推進に
ついて記載

○

福祉避難所の活⽤による要配慮者の円滑な
避難の確保について記載

○

３．県の防災関連施策等をふまえた修正

災害廃棄物処理計画の改定○ 水位周知河川に３河川追加○
（鎌⽥川、貢川、⼾川）

流域全体でのハード・ソフト一体
となった総合的な防災減災対策
である「流域治水」の推進を追記

○ 「防災道の駅富士川」を防災活動拠点に
追加

○

警戒
レベル

新たな避難情報等

５ 緊急安全確保

４ 避難指示

３ 高齢者等避難

２ 大雨・洪水・高潮注意報
（気象庁）

１ 早期注意報情報
（気象庁）

これまでの避難情報等

災害発生情報

・避難指示（緊急）
・避難勧告

避難準備・高齢者等避難開始

大雨・洪水・高潮注意報
（気象庁）

早期注意報情報
（気象庁）

要⽀援者の状況変化やハザードマップ
⾒直しの反映等、必要に応じて更新す
るとともに、庁舎被災時も活⽤できるよう、
適切な管理に努める旨を記載。

○

県は、市町村から求めがあった場合には、受入
先の候補となる地⽅公共団体やその受入能⼒
等、広域避難について助言を⾏う旨を記載。

・

資料１


